
概ね５年間で実施する取組内容（令和元年度）

雲出川圏域 櫛田川圏域

○ ― ―
― ○ ○
○ ○ ○

櫛田川

項目 事項

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

⑤日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難
を実現するため、まるごとまちごとハザードマップを
整備＜市町＞

引き続き実施

・市長も含めた図上訓練な
ど、実践的な訓練を実施
する。

―

【取組項目１）１と一緒に】
・浸水想定区域図破堤箇
所水位情報等提供。

引き続き実施

避難勧告等発令対象地域
の細分化を行い、それぞ
れの地域で段階的に避難
勧告等を発令している

引き続き実施

風水害時における災害対
策本部機能の強化を図る
ことを目的に首長も参加し
たロールプレイング型の図
上訓練を毎年実施してい
る

雲出川、櫛田川の想定最
大規模の洪水ハザード
マップを作成した。

―

県管理区間について、
想定最大外力を対象とし
た洪水ハザードマップを作
成し令和元年度中に配布
（予定）

雲出川

―

・雲出川・櫛田川は平成28
年度に公表済み。
・家屋倒壊等氾濫想定区
域を表示する。(H28年度)

・雲出川水系、櫛田川水
系についてはH30.5月に公
表

自治体への助言を行う。

引き続き実施

内水浸水想定区域図の策
定について検討する。

浸水実績を整理する。 ―

凡例 直轄
県

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

水位周知河川１河川（三
渡川）、水位周知河川以
外２河川（百々川、堀坂
川）について平成30年度
公表済

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所

・浸水想定区域図を完了
し、津市へ説明。
水位周知河川（雲出川（県
管理区間）、安濃川、岩田
川、美濃屋川、相川、志登
茂川、横川）
水位周知河川以外（中ノ
川、毛無川、穴倉川、三泗
川、天神川）

津地域防災総合
事務所

松阪建設事務所
松阪地域防災総合

事務所

（１）平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項

①想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図
の策定・公表＜国＞

【浸水状況の把握】＜県＞
・想定最大規模の降雨による浸水想定区域図を作
成します。
・浸水継続時間を示す区域や家屋倒壊等想定氾濫
区域を設定します。
・市に浸水想定区域図等を提供し、説明します。

―

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）

・中部地整にて手引きを公
表

１）迅速な避難と被害の最小化に向けた地域住民の防災意識向
上のための取り組み

【内水浸水想定区域図の作成】＜津市・松阪市＞
・内水浸水想定区域図を作成します。

・公表内容について情報
共有を図る（H28年度～）

検討中

・水位周知河川以外につ
いて今後実施予定。

― ―

直轄管理区間について
は、H29にハザードマップ
作成済み。

想定最大外力を対象とし
たハザードマップの作成予
定。

ハザードマップ作成につき
検討

まるごとまちごとハザード
マップの整備については、
先進的に取り組んでいる
事例も参考に検討していく

― ―

マップの作成につき検討
する

―

雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

【内水浸水想定区域図の作成】
＜松阪市・多気町・明和町＞
・内水浸水想定区域図を作成します。

内容
記載
箇所

・公表内容について情報
共有を図る（H28年度～）
・H30年度までに県内の水
位周知河川38河川におい
て浸水想定区域図を作
成、公表

― ―

―

―

今後検討する

これまでの水害における
浸水実績を整理する。

直轄区間について、平成
29年度に想定外力を対象
とした洪水ハザードマップ
を作成し配布

―

― ―

―

引き続き周知

1) 1

【想定最大規模の降雨による浸水想定区域の把
握】
＜県＞
・想定最大規模の降雨による浸水想定区域図を作
成し、市町に提供し、説明を行います。

1) 6

・H31年度に県内の水位周
知河川以外の12河川にお
いて浸水想定区域図を作
成

水位周知河川７河川（碧
川、阪内川、金剛川、愛宕
川、名古須川、笹笛川、大
堀川）、水位周知河川以
外２河川（勢々川、真盛
川）について平成31年度
公表予定
水位周知河川以外につい
て今後実施予定

②想定最大外力を対象とした氾濫シミュレーション
の公表
＜国＞

1) 3 1) 7

―

―

9

公共下水道事業計画区域
の浸水区域について、調
査・検討を行う。

―

自治体への助言を行う。

引き続き実施

―

県管理区間のハザード
マップを浸水想定区域策
定後に検討する。

H31年度に計画規模を公
表予定

―

― ―

【浸水実績等の把握】
＜松阪市、多気町、明和町＞
・避難等を的確に行えるようにするために、浸水実
績を整理します。

・自治体への助言を行う
洪水ハザードマップ作成に
基づき検討する。

引き続き実施
県管理河川における洪水
ハザードマップを作成す
る。（H31年度）

想定最大外力を対象とし
た浸想図の時系列情報図
を作成

―【避難勧告発令範囲の細分化】
＜県・国・津市＞
・浸水想定区域図を作成における破堤箇所毎の水
位情報及び破堤により浸水する区域やその浸水
深、流速等を時系列に整理し、提供します。
・切迫感ある情報を提供するため、避難勧告発令
範囲や順序を見直します。

1) 5

④首長も参加したロールプレイング等の実践的な
洪水に関する避難訓練を実施＜市町＞

③想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図
を基にした洪水ハザードマップの策定・周知
【水防法第十五条第三項】　＜市町＞

【洪水ハザードマップの見直し】＜津市・松阪市＞
・洪水ハザードマップを見直します。
・市民に避難所や避難経路を周知します。

1) 2

【洪水ハザードマップの作成・配付】
＜松阪市・明和町＞
・洪水浸水想定区域図や内水浸水想定区域図をも
とに、洪水ハザードマップを作成し、住民に配付し
ます。

1)

参考資料１
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櫛田川

項目 事項

雲出川

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所
津地域防災総合

事務所
松阪建設事務所

松阪地域防災総合
事務所

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

内容
記載
箇所

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

【避難勧告等の発令判断を的確に行うための水位
情報の共有と伝達】
＜県・津市・松阪市＞
・洪水時に住民が迅速な避難行動をとれるように、
避難勧告等の発令につながる危険箇所の危険水
位等の情報を県と市が共有します。
・氾濫危険水位到達時に、水位情報を迅速かつ的
確に市に伝達します。

1) 4
【水害危険性の情報共有】
＜県・明和町・松阪市＞
・水害危険性（浸水状況等）の情報を共有します。

―

1) 3

引き続き実施

・要配慮者利用施設の管
理者向け説明会等の実施
・要配慮者利用施設に対
して、避難確保計画の策
定及び訓練の実施を呼び
かける。

・出前講座の実施

・H29年度津市をモデル地
区として講習会を開催
・それをもとに本省にて講
習会の運営マニュアルを
作成
・避難訓練の実施を支援

⑦要配慮者施設における避難計画の策定及び訓
練を促進＜国・県・市町＞

―

引き続き実施引き続き実施

引き続き実施

要請があれば、出前講座
等を実施する

引き続き実施

毎年、広報誌等を通じて
水害に関する有益情報を
市民に発信していく

・小学校（津市内）からの
要請に応じ、「小学生向け
出前講座」を実施する

― ―

― ―

 ・防災講演会、治水施設
 の現地見学会を開催予定
 ・三重四川の歴史的治水
 施設を説明する副読本を
 作成し、三重四川沿川の
 小学校に配布予定
 ・学校の授業に活用可能
 な教材を作成
小学校と連携しながら作
成した副読本を用いて試
行授業を実施。

― ― 水防災教育の実施を検討
・町内小中学校の総合学
習事業の中で、水災害教
育に取り組んでいく

――

―

－

・マスコミとの意見交換会
を開催するなど、密接な関
係構築を図り、広報活動
の協力を得る
・出前講座の実施

⑥小学生も理解しやすいテキストを作成し、小中学
校における水災害教育を実施＜国・県・市町＞

【水防災教育の実施】＜県・津市・松阪市＞
・小中学生の防災意識と知識を高め、水害から身
を守る力を育むための水防災教育を実施します。
（出前講座、「防災ノート」の配布等）

1) 6

【防災教育の実施】
・小中学生等の防災意識と知識を高め、水害から
身を守る力を育むための水防災教育を実施しま
す。（出前講座、「防災ノート」の配布等）

水位観測所での氾濫危険
水位到達から、危険個所
での危険水位について、
市に情報共有し、ホットラ
インを運用開始。
（H30.3）

―

― 引き続き実施

引き続き実施

―

・町広報等で水害に関す
る情報を住民に発信して
いく
【引き続き実施】

住民が迅速な避難行動を
とれるよう、適切に避難勧
告等を発令していく

引き続き実施―

― ―

引き続き実施

―

―

町広報等で水害に関する
情報の発信

－

・防災ノート等を活用した
防災教育を実施する
・要請があれば、出前講座
等を実施する

引き続き実施

―

浸水想定区域内の該当施
設に対し、避難確保計画
の策定等に対し、支援す
る。

・要配慮者利用」施設の管
理者向け説明会の講話実
施
H29.2.15　津会場、
H29.2.16　四日市会場

要配慮者利用施設に対し
て、避難計画の策定及び
訓練の実施を呼びかける

―

1) 10

1) 7

引き続き実施

・防災ノートを活用し、水害
についての授業に取り組
んでいる。
・水害に関する地域の危
険個所の確認を行い、水
災害時に向けて注意喚起
を行っている。

51)

【要配慮者利用施設管理者への説明会の実施】
＜県・津市・松阪市・国・気象台＞
・要配慮者利用施設の利用者が、洪水時に迅速な
避難行動がとれるように、施設管理者に避難対策
等の構築を促すための説明会（水害・土砂災害に
関する情報提供等）を実施します。

【要配慮者利用施設管理者における避難確保計画
の作成及び避難訓練の実施】
＜県・松阪市・明和町＞
・洪水浸水想定区域内における要配慮者利用施設
等の立地状況、施設管理者の避難確保計画の作
成状況、訓練の実施状況を確認します。

要請に応じて講習会等を
開催する

―

・避難計画の策定及び訓
練の実施を呼びかける

・講習会運営マニュアルや
避難訓練実施状況を共有
し、取組の促進を図る。

避難計画策定及び訓練実
施の呼びかけ

―

・現在も取り組んでいる市
内中学校の防災教育の中
で、今後は水災害教育に
も取り組んでいく。
【引き続き実施】

―

― ―

避難計画の策定及び訓練
の実施状況を確認する

―

―

・県政だよりに風水害に関
する記事を掲載する

・引き続き実施

⑧防災意識の向上に繋がる、効果的な「水防災意
識社会」再構築に役立つ広報や資料を作成＜国・
県・市町＞

【住民の防災意識の向上】
・住民の防災意識と知識を高め、水害から身を守る
力を育むための防災教育を実施します。

1) 11

・広報まつさかの中で水害
に関する特集を組むなど、
市民の避難行動に有益な
情報を発信していく。【引き
続き実施】

―

浸水状況等の情報共有を
進める

・県からの情報伝達が適
切に行われるよう定期的
な訓練を県とともに行う。

引き続き実施
 ・防災講演会、治水施設
 の現地見学会を開催予定
 ・三重四川の歴史的治水
 施設を説明する副読本を
 作成し、三重四川沿川の
 小学校に配布予定

―
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櫛田川

項目 事項

雲出川

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所
津地域防災総合

事務所
松阪建設事務所

松阪地域防災総合
事務所

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

内容
記載
箇所

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

策定作業に関して、気象
台の発表する気象・防災
情報等について作成協力
を行う。

引き続き実施

（１）情報伝達、避難計画等に関する事項

・今後は最大想定規模を
踏まえた対象エリア等の
整理・見直しを行う。

タイムライン策定に着手す
る

・河川ごとに水害対応タイ
ムラインを作成した。
・河川監視カメラを百々
川・名古須川・三渡川・金
剛川・愛宕川に設置した。

―

―

・雲出川下流の避難のあ
り方検討会（H26～H27）に
おいて検討・周知済み。

―

策定済み（四日市市、川
越町、津市）

④想定最大浸水想定区域を踏まえた避難勧告等
の発令基準の見直し＜市町＞

①避難勧告の発令等に着目したタイムライン策定
＜国・気象台・県・市町＞

【洪水時における河川管理者からの情報提供等】
＜県・松阪市・明和町＞
・洪水時に住民が迅速な避難行動をとれるよう、避
難勧告等の発令につながる情報を県と市町で共有
します。
・水位周知河川の沿川市町等と河川管理者におい
てホットラインの運用を行います。

【避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確
認】
＜県・松阪市・明和町＞
・「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目した防災行
動とその実施主体を時系列で整理した水害対応タ
イムラインについて水位周知河川を対象に作成し
ます。

1）
1

2

・避難判断水位を超える洪
水を経験する毎に実運用
し適宜見直し作業を実施
する【引き続き実施】

・未作成の県管理水位周
知河川について、県と市
町の連携により河川及び
市町別にタイムラインを作
成する。

―
令和元年度出水期までに
タイムライン策定予定

・策定済み（四日市市、鈴
鹿、津、松阪、伊勢市）

―

県管理河川の洪水対応演
習を実施（三渡川）
（H30.4.24）

―

―

―

・すでに対応済み

引き続き連携を図る

・随時検討

所長と市長間のホットライ
ンを始め、すでに対応済
み

・すでに対応済み

引き続き実施

―

―

―

―

―

―

― ― ―

―大堀川水門において実施 ―

・随時検討

―

開閉操作訓練実施。
（田中川防潮水門）
（H30.10.9実施）

・随時検討

県管理河川の洪水対応演
習を実施。
（安濃川）
（H29.4.25、H30.4.24）

・雲出川、櫛田川流域につ
いては最大規模想定を踏
まえ、指定緊急避難場所
の見直しを行った。

浸水想定区域の見直しが
なされた河川流域におい
て、その浸水深に応じて避
難所の見直しを行った

・平成27年度に見直し済
み。

・策定済み

済

先進的に取り組んでいる
事例も参考に検討していく

―

浸水想定区域見直し後の
避難勧告等の発令基準の
見直しについて、令和元
年度出水期までに整理を
行う

―

―

検討を進める ・今後検討していく

・国、県と連携し必要に応
じて基準の見直しを行う。

・今後検討していく

―

― H29年策定済み

―

―
・国、県と連携し必要に応
じて基準の見直しを行う。

浸水想定区域見直し後の
避難勧告等の発令基準の
見直しについて、令和元
年度出水期までに整理を
行う

―

― ― ―

引き続き実施

―

随時検討する

―

２）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取り
組み

②タイムラインを踏まえた水害対応チェックリストの
作成
＜国・市町＞

―

―

・自治体への助言を行う
【引き続き実施】

―

【隣接市町における避難場所の設定】
＜松阪市・多気町・明和町＞
・各市町において水害リスク情報を踏まえて避難場
所及び避難経路を検討し、当該市町内の避難場所
に収容できない場合等においては、隣接市町等に
おける避難場所の設定や洪水時の連絡体制等に
ついて検討・調整を行います。

1) 4

・国、県と連携し必要に応
じて基準の見直しを行う。

⑤避難勧告・指示の発令対象エリアと発令順序の
検討
＜国・市町＞

引き続き実施

・自治体への助言を行う

18

⑧三重河川国道事務所と関係機関で設置する「情
報連絡室」を活用し、早期の情報共有を図る＜国・
県・市町＞

―

・引き続き、最大規模想定
を踏まえ見直しを行う。
（H31）

⑦情報伝達の相手先・手段・内容等を確認するた
めの洪水対応演習の実施＜国・気象台・県・市町
＞

【洪水対応演習の実施】
＜県・津市・松阪市・国・気象台＞
・迅速かつ確実に水位情報を伝達できるように、模
擬文を使用し実際と同じ伝達系統で、洪水時の水
位情報を関係機関に伝達します。

2) 12
＜県・松阪市・明和町＞
・迅速かつ確実に水位情報を伝達できるよう、洪水
時を想定した洪水対応演習を実施します。

2) 17

県管理河川の洪水対応演
習を実施（笹笛川）
（H31.4.23）

県管理河川の洪水対応演
習を実施。
（安濃川）
（H31.4.23）

県が実施する水門開閉の
訓練に立会う。また、自治
会等にも立会の要請を行
う。【水門開閉訓練の実施】＜県・津市＞

・洪水時等に迅速な対応ができるように、水門開閉
の訓練を関係者と実施します。

2) 13

【水門開閉訓練の実施】
＜県・松阪市・多気町・明和町＞
・洪水時に迅速な対応ができるように、水門開閉の
訓練を関係者と実施します。

2)
県が実施する水門開閉の
訓練に立会う。また、自治
会等にも立会の要請を行
う。

1箇所を選定し実施予定 ―
開閉操作訓練実施。
（田中川防潮水門）
（H31.6予定）

済

⑥水害時に着目した指定避難場所の見直しを行う
＜市町＞

出水期までに実施

・毎年、出水期前までに実
施する

引き続き実施

・毎年、出水期前までに実
施する

・毎年、出水期前までに実
施する

・毎年、出水期前までに実
施する

引き続き実施 引き続き実施 引き続き実施

毎年、出水期前までに実
施する

引き続き実施

出水期前までに、情報伝
達先等を確認する。

引き続き実施

―

―

⑩報道機関を通じた迅速かつ的確な情報発信
＜国・県・市町＞

― ―

引き続き連携を図る 引き続き実施

・すでに対応済み

引き続き連携を図る

・すでに対応済み

引き続き実施

・すでに対応済み、情報発
信内容の充実を図る
・道路情報共有等で連携
を図る。

引き続き実施

・マスコミとの意見交換会
を開催することで当方から
の情報、専門用語等を理
解を深め、水防時に迅速
かつ的確な情報発信を促
進する

引き続き実施

・災害情報共有システム
（Ｌアラート）により情報発
信を行う

引き続き実施

・災害情報共有システム
（Ｌアラート）により情報発
信を行う

引き続き実施

マスコミと連携し、デジタル
放送を活用した情報発信
を実施

引き続き実施

Lアラート等を活用し、情報
を発信する。

引き続き実施

・Lアラート、L字放送を用
いて情報発信を行う

―
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櫛田川

項目 事項

雲出川

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所
津地域防災総合

事務所
松阪建設事務所

松阪地域防災総合
事務所

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

内容
記載
箇所

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

―
明和町防災マップにURL

記載

（平成29年度）
・７月から実施ずみ
・基準値を変更する該当
市町に説明

―

　今後、随時検討【引き続
き実施】

（平成31年度）
・出水期前に基準値の変
更を行う
・最新の水害資料による
大雨（浸水害）、洪水警報
の妥当性の確認及び必要
な見直し作業を実施
・台風強度予報を5日先ま
でに延長
・警戒レベルとの対応
・気象情報、水害・土砂災
害情報及び災害発生情報
等を一元的に集約した
ポータルサイトの作成
・危険度分布の希望者向
け通知サービス

防災無線を補完する装置
の設置を検討する

―
・一部避難場所には防災
行政無線を設置済み

引き続き実施

引き続き実施

―

・防災行政無線の整備（～
H30）
・防災行政無線を補完す
るための防災電話サービ
スを整備（H30）

「防災みえ」、「ＮＨＫデータ
放送」の周知のためのチラ
シ配布。（H29.5、H30.6.15)

―
・広報誌や全戸に配布し
た独自の防災冊子におい
て周知した。（H29）

HPでの周知を検討

・スマートフォン等を活用し
た情報発信を平成30年度
より開始

―

緊急速報メールやLアラー
ト等を活用した情報発信

HPでの周知を検討

防災行政無線の戸別受信
機設置を推進する（継続
実施）

引き続き実施

・国からの情報発信をホー
ムページで共有する（H28
年度～）

スマートフォン等を活用し
たプッシュ型情報の発信
についても検討する

― ―

①住民の避難行動を促し、迅速な水防活動を支援
するため、スマートフォンを活用したリアルタイム情
報の提供やプッシュ型情報の発信
＜国・県・市町＞

プッシュ型配信について、
出水期をメドに周知を図る

引き続き実施

・防災情報メールやSNSを
活用したプッシュ型情報の
発信について今後検討し
ていく。

―

（２）円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

―

・Lアラート、緊急速報メー
ルによる情報発信

②円滑かつ迅速な避難に資するための防災行政
無線の補強などの施設（ハード）整備＜市町＞

・防災行政無線の整備（飯
南・飯高）（H30～H31）
・防災電話サービスの登
録周知

【水位、雨量情報の更なる周知】
＜県・津市・松阪市＞
・雨量・水位情報を提供していることについてチラシ
の配布等により更に周知します。
　　テレビのデータ放送で提供していること
　　　「防災みえ.jp」で提供していること
　　　「防災みえ.jp」で水位情報を登録者に対し自動
配信していること

1) 8

【水位、雨量情報のさらなる周知】
＜県、松阪市、多気町、明和町＞
・「防災みえ.jp」やテレビのデータ放送による水位情
報や雨量情報の提供を広く周知します。

1) 12

―

【防災気象情報の改善】
＜気象台＞
・大雨（浸水害）、洪水警報の改善を図り、災害との
相関が高い指数値を導入して、メッシュ情報として
表示させることにより、危険な地域をわかりやすく
することで、住民に今後の危険度の高まりを把握で
きるようにします。

1) 14

引き続き実施

―
緊急速報メールやLアラー
ト等を活用し、情報を発信
する

引き続き実施
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櫛田川

項目 事項

雲出川

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所
津地域防災総合

事務所
松阪建設事務所

松阪地域防災総合
事務所

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

内容
記載
箇所

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

水防訓練の中で各関係機
関が連携するために実践
に即応した各種訓練を実
施し、水防体制の確立を
図る。

――

④重要水防箇所など水害リスクの高い箇所の共同
点検を行う＜国・県・市町＞

【重要水防区域の点検】＜県・津市・松阪市・国＞
・対象全河川の重要水防区域を年１回点検します。
・重要水防区域の代表箇所において、県と関係者
が共同で点検を実施します。

2) 9

【重要水防区域の点検・見直し及び水防資機材の
確認】
＜県・松阪市・多気町・明和町＞
・対象全河川の重要水防区域を年１回点検します。
・重要水防区域の代表箇所において、県と関係者
が共同で点検を実施します。
・水防資機材の備蓄情報を共有します

2) 15

【水防団間での連携、協力に関する検討】
＜松阪市・多気町・明和町＞
・大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な水防
活動が実施できるよう、関係者の協力内容等につ
いて検討・調整します。

2) 19

③迅速かつ的確な水防活動のための河川管理者
と消防団の意見交換＜国・市町＞

①消防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練
＜市町＞

・広域消防組合を通じ消防
団幹部会議での資料配布
や講習会等の開催する。

設置箇所の情報提供と共
有を行う。

―

・津市が実施している水位
に係るペイントを実施（調
整中）
・量水標を設置（調整中）
・H30年度に危機管理型水
位計を１０河川１０箇所に
おいて設置（雲出川、田中
川、美濃屋川、穴倉川、中
ノ川、大村川、天神川、波
瀬川、柳谷川、桂畑川）

平成30年度に危機管理型
水位計を12河川15箇所に
おいて設置（金剛川、愛宕
川、勢々川、名古須川、真
盛川、三渡川、百々川、碧
川、櫛田川、佐奈川、笹笛
川、祓川）

・点検実施（年１回：H30.5
～6）
・代表地区（金剛川）で県
と関係者による点検実施
（H30.7.24)
・水防資機材の備蓄情報
の共有（H30.7.24)

消防団訓練で水防訓練を
実施する。

消防団員の訓練の中に水
防工法を取入れる

・河川パトロールを実施。
（適時）
・点検実施。（年１回：
H30.9～11）
・代表地区（相川）で県と
関係者による点検実施。
（H30.4.9)

―
町総合防災訓練の中での
訓練の実施を検討する。

町防災訓練で訓練の実施
を検討

引き続き実施引き続き実施引き続き実施引き続き実施引き続き実施引き続き実施

―

― ―

・国が実施する合同巡視
の際に関係機関とともに
点検を行う

・国が実施する合同巡視
に参加し、点検を行う

消防団幹部会議で情報を
共有する

― ― ―

―

津市主催の津方面水防工
法・消防団活動訓練に参
加。
(H29.5.14)

―

・国の合同巡視時に関係
機関へ連絡し実施する。

―

出水期前に実施

・共同点検を毎年実施す
る【出水期前を目処に】

中小河川における避難行
動を迅速に行うため、展望
や橋脚等に簡易水位表の
設置を行う

・スマートフォン等を活用し
た情報発信を平成30年度
より開始

・国からの情報発信をホー
ムページで共有する（H28
年度～）

町は設置していない

スマートフォン等を活用し
たプッシュ型情報発信に
ついても検討する。

（１）水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事
項

―

・河川管理者が実施する
共同点検に参加する

・河川管理者が実施する
共同点検に参加する

定期的な共同点検に参加
する

各地域ごとで、地域住民
と、その地域を管轄する消
防団が水防訓練を実施す
る

－ ――

・必要に応じて、量水標の
設置を国・県へ要望する。

総合防災訓練で水害想定
の訓練を実施する

・毎年実施している。（隔
年で市水防訓練・隔年で
三雲方面団での訓練）

引き続き実施

・水防団との意見交換会を
実施する

⑤大規模洪水の減少により、実際の水防活動経験
者が減少するなか消防団員に対しての教育（水防
工法の伝承、安全教育など）を実施＜国・市町＞

引き続き実施

引き続き実施 引き続き実施

緊急速報メールやLアラー
ト等を活用し、情報を発信
する

・Lアラート、緊急速報メー
ルによる情報発信

・水防技術研修テキストを
活用した講習会等を開催

３）洪水氾濫による被害の軽減のための迅速化水防活動・排水活
動の取り組み

②関係機関が連携した実働水防訓練
【水防法第三十二条の二】＜国・県・市町＞

【水防訓練の実施】＜県・津市・松阪市＞
・出水時の水防活動を円滑にするための水防訓練
を実施します。

2) 11

【水防訓練の充実】
＜多気町。明和町・松阪市＞
・出水時の水防活動を円滑にするための水防訓練
を実施します。

2) 17

引き続き実施 引き続き実施 引き続き実施

引き続き実施

・消防団事務局を通じて情
報共有を行う。

引き続き実施

定期的な消防団の会議を
開催するとともに、各地域
での消防団幹部会議を開
催する

引き続き実施

消防団幹部会で情報共有
を図る。

引き続き実施

引き続き実施 必要に応じて設置検討

・H31年度に危機管理型水
位計を４河川４箇所におい
て設置（佐田川、垣内川、
岩田川、谷杣川）

引き続き実施

引き続き実施引き続き実施引き続き実施

【水防に関する広報の充実】
＜松阪市・多気町・明和町＞
・水防団員の募集、自主防災意識、企業等の参画
を促すための具体的な広報の進め方について検討
し実施します。

2) 16

・水防管理団体が行う水
防訓練への参加

・水防管理団体が行う水
防訓練への参加

引き続き実施 引き続き実施

・各種訓練時に実施を検
討する。

引き続き実施

定期的な伝達訓練を実施
する

引き続き実施

・毎年、出水期前に実施す
る。

引き続き実施

引き続き実施

引き続き実施 ―

 （簡易水位計）
 ・【H27年度末時点】で鈴鹿
 川１箇所、櫛田川１箇所、
 宮川１箇所に設置済み
H30年度に危機管理型水
位計を設置。

（危機管理型水位計）
・H30年度に県内で危機管
理型水位計を120基設置
済

⑨住民の避難行動を促し、迅速な水防活動を支援
するため、スマートフォンを活用したリアルタイム情
報の提供やプッシュ型情報の発信＜国・県・市町＞

プッシュ型配信について、
出水期をメドに周知を図る

引き続き実施

・防災情報メールやSNSを
活用したプッシュ型情報の
発信について今後検討し
ていく。【未定】

引き続き実施

⑥消防団の円滑な水防活動を支援するため、簡易
水位計や量水表等の設置＜国・市町＞

【量水標の設置】＜県・津市・松阪市＞
・地域の住民や消防団等が水位の状況を確認でき
るように量水標の設置や水位を示すペイントを実施
します。

2) 10

【危機管理型水位計、量水標の整備】
＜県・松阪市・多気町。明和町＞
・河川の水位状況を確認できるように危機管理型
水位計や量水標の設置を行います

1) 13

 （量水標）
 ・平成30年度に危険箇所
 に量水標を危機管理型水
 位計を順次設置する
危険箇所の見直し等必要
に応じて設置

（危機管理型水位計）
・H31年度に県内で危機管
理型水位計を61基設置す
る。
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櫛田川

項目 事項

雲出川

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所
津地域防災総合

事務所
松阪建設事務所

松阪地域防災総合
事務所

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

内容
記載
箇所

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

関係市町と調整し説明会
を開催する。

・広報や地域活動時にお
いて周知を実施する。
【未定】

引き続き実施 ― ―

・事前放流の試行を実施
し、要領（案）を策定済
・特別防災操作の要領
（案）を策定済

― ―

21

― 引き続き実施 ―

・施設の耐水対策等の検
討を行う（H28年度～）

①下流河川の氾濫時又はそのおそれがある場合
における操作方法等、危機管理型の運用＜国・県
＞

【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（ダム運用）】＜県＞
・洪水調節容量の確保のため、安濃ダムの管理水
位の設定と事前放流の試行を実施します。

3) 17

引き続き実施

―

②排水計画に基づく排水訓練の実施＜国・県・市
町＞

引き続き実施 引き続き実施

⑤水害BCP(事業継続計画）を作成＜国・市町＞

検討する。 ―
・国、県の計画を参照し、
市独自の体制を検討す
る。【未定】

④施設・庁舎の耐水化＜国・市町＞

【市町庁舎や災害拠点病院等の機能確保のため
の対策の充実】＜松阪市・多気町・明和町＞
・浸水想定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等
の機能確保に関する情報を共有し、耐水化、非常
用電源等の必要な対策については各施設管理者
において順次実施します。

2)

②住民の避難行動を促し、迅速な水防活動を支援
するため、スマートフォンを活用したリアルタイム情
報の提供やプッシュ型情報の発信＜国・県・市町＞

―― ―

引き続き実施

③堤防決壊時の対応（情報伝達、復旧工法、排水
計画の検討など）を演習することを目的に、堤防決
壊シミュレーションを実施＜国・市町＞

引き続き実施
・各種訓練時に実施を検
討する。【未定】

引き続き実施 ―

・作成された排水計画につ
いて情報共有を図る（H28
年度～）

－ ―

引き続き実施 ― ― 引き続き実施

― ―

③災害拠点病院・大規模工場等へ浸水リスクの説
明と水害対策等の啓発活動＜国・市町＞

【市町庁舎や災害拠点病院等の施設管理者への
情報伝達の充実】＜松阪市・多気町・明和町＞
・浸水想定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等
に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する
洪水時の情報伝達体制・方法について検討しま
す。

2) 20

①氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の
共有・排水手法等の検討を行い、大規模水害を想
定した排水計画を作成＜国・県・市町＞

・排水ポンプ車を考慮した
排水計画（案）を検討・作
成する。

引き続き実施 ―

引き続き実施

引き続き実施
・広報や地域活動時にお
いて周知を実施する。
【未定】

引き続き実施

―

引き続き実施

――

－

－

Ｒ元年度の出水期より、事
前放流及び特別防災操作
を実施予定

引き続き実施

・国からの情報発信をホー
ムページで共有する（H28
年度～）

スマートフォン等を活用し
たプッシュ型情報発信に
ついても検討する。

― ―－

管理水位を設定し、事前
放流の試行を実施。
（安濃川：出水期）

―

・市全体のBCPは策定済
み（H24）※H29改定

 ・君ヶ野ダム（雲出川）、
宮川ダム（宮川）におい
て、一定条件以上の降雨
が予想される場合、事前
放流により制限水位以下
の水位まで下げることがで
きるよう、「事前放流実施
要領」を定めている

―

・防災情報メールやSNSを
活用したプッシュ型情報の
発信について今後検討し
ていく。【未定】

― ―

・災害発生時の緊急連絡
体制は整備済み
・水防管理団体の要望に
あわせて水防訓練の中で
排水訓練を実施する。
　また、市町向けに排水ポ
ンプ車等の操作訓練を実
施する。

―

プッシュ型配信について、
出水期をメドに周知を図る

引き続き実施 引き続き実施

①水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・
指定を促進＜国・市町＞

－
自衛水防組織の設置を進
めるよう啓発する

― ―

―

― ―

・スマートフォン等を活用し
た情報発信を平成30年度
より開始

－

―

市庁舎の非常用発電機を
上階へ整備する

引き続き実施 ―

（２）市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に
関する事項

支援する

－

（３）一刻も早い生活再建や社会経済活動の回復を可能と
するための排水活動に関する事項

― ―

―
水防訓練時や毎年開催さ
れる説明会へ参加する。

―

・河川管理者が実施する
排水訓練に参加する

・年1回、実施する

・必要に応じて検討する。

―

水害ＢＣＰ（事業継続計
画）の作成を検討する

（４）ダムの危機管理型の運用方法の高度化

―

― ・三重県BCPを策定済み

― ― ―
現在の状況を把握し、排
水計画を検討・作成する。

―

―

― ―

迅速な派遣要請が可能と
なるよう連絡体制を整備す
るとともに、河川管理者が
実施する訓練に参加する

河川管理者が実施する訓
練に参加

・河川管理者が実施する
訓練に参加する

年１回図上訓練を実施す
る

自衛水防組織の設置を進
めるよう啓発する
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櫛田川

項目 事項

雲出川

内容

雲出川水系の減災に係る取組方針（H28.8.29）
櫛田川水系の減災に係る取組方針（H28.8.23）

松阪市

取組方針 各関係機関の取組内容

明和町多気町蓮ダム管理所津市津地方気象台三重県三重河川国道事務所 津建設事務所
津地域防災総合

事務所
松阪建設事務所

松阪地域防災総合
事務所

直轄 県管理河川 雲出川・櫛田川

櫛田川圏域県管理河川における取組（H30.3.27）雲出川圏域県管理河川における取組（H28.12.22）

内容
記載
箇所

内容
記載
箇所

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み

これまでの取組

今後の取り組み 引き続き実施

土砂災害から身を身を守
るための訓練・啓発を行い
ます
【引き続き実施】

今後検討

―

土砂災害警戒区域、土砂
災害特別警戒等を記載し
たハザードマップを作製済

み（H30年）

発表される土砂災害危険
度情報を参考に、避難勧
告等を発令する。
【引き続き実施】

発表される土砂災害危険
度情報を参考に、避難勧

告等を発令する

―

引き続き実施 ―

―

引き続き実施

【早めの避難につなげる啓発活動】
・市担当者向けの勉強会等を実施し、「住民主体の
防災体制づくり」「土砂災害に関する防災訓練の実
施」「要配慮者利用施設の警戒避難体制づくり」を
支援・促進します。
＜県・気象台＞
・土砂災害から身を守るため自主避難を促す出前
講座を実施します。
＜県・気象台＞
・土砂災害防止月間（6 月）を中心に年1 回以上の
防災訓練・防災教育・広報活動を実施します。＜津
市・松阪市＞

4) 20

【早めの避難につなげる取組の支援】
・市町担当者向け勉強会等を実施します。＜県＞
・土砂災害防止月間（６月）等における広報活動、
防災訓練を実施します。＜県・松阪市・多気町・明
和町＞
・土砂災害警戒避難ガイドラインに基づく防災訓
練・防災教育を実施します。＜松阪市・多気町・明
和町＞

4) 27

・市町担当者向け勉強会
等を実施します。
・土砂災害防止月間（６
月）等における広報活動、
防災訓練を実施します。

―
・土砂災害防止月間に合
わせた講演会等の実施を
今後検討する。

― ― ― ―

――

・市町担当者向け勉強会
等を実施します。
・土砂災害防止月間（６
月）等における広報活動、
防災訓練を実施します。

―

土砂災害防止月間（6 月）
を中心に年1 回以上の防
災訓練・防災教育・広報活
動を実施する。

―

【想定される土砂災害リスクの周知】
・基礎調査を完了し、結果を公表します。＜県＞
・早期に土砂災害（特別）警戒区域を指定します。
＜県＞
・地域防災計画に土砂災害（特別）警戒区域の事
項を掲載します。＜津市・松阪市＞
・土砂災害のハザードマップを作成し、各戸へ配布
します。＜津市・松阪市＞
・「ハザードマップ・ポータルサイト」の情報を更新し
ます。＜国＞

4) 18

【想定される土砂災害リスクの周知】
・基礎調査を完了し、結果を公表します。＜県＞
・早期に土砂災害（特別）警戒区域を指定します。
＜県＞
・土砂災害のハザードマップを作成し、住民に配布
します。
＜松阪市・多気町・明和町＞

4) 25

・本年度末の基礎調査完
了に向けて取り組みます。
・早期に土砂災害（特別）
警戒区域を指定します。
・基礎調査完了後は、地
形改変等のあった箇所に
ついて調査を行っていきま
す。

―

・警戒区域の指定がされ
た後、早期に指定緊急避
難場所の見直し及びハ
ザードマップの作成を行
い、住民向けの説明会を
行う。
・地滑りの指定に伴い、飯
南・飯高管内のハザード
マップの見直しを検討す
る。

引き続き実施 ― 引き続き実施

【土砂災害に対する警戒避難体制の整備】
・土砂災害警戒情報を発表します。＜県・気象台＞
・土砂災害警戒情報をFAX・電話により確実に市へ
伝達します。＜県＞
・土砂災害危険度情報を適時周知する。
＜県・気象台＞
　　① 土砂災害情報提供システム・気象庁HP によ
り、危険度情報を発信します。
　　　② 市の防災担当者へホットライン
　（電子メール）により直接配信します。
・避難勧告等の発令基準の適時運用と伝達・周知
を確実に行います。＜津市・松阪市＞
・安全な避難場所を確保する。

4) 19

【土砂災害に対する警戒避難体制の整備】
・土砂災害警戒情報を発表し、確実に市町へ伝達
します。
＜県・津地方気象台＞
・三重県土砂災害情報提供システムにより危険度
情報を発信します。＜県・津地方気象台＞
・避難勧告等の発令基準の運用と、的確な伝達周
知を実施します。＜松阪市・多気町・明和町＞

4) 26

・土砂災害警戒情報を発
表し、確実に市町へ伝達し
ます。
・三重県土砂災害情報提
供システムにより危険度
情報を発信します。

【引き続き実施】
・土砂災害警戒情報を発
表する。
・土砂災害危険度情報を
適時周知する。
土砂災害情報提供システ
ム・気象庁HP により、危
険度情報を発信する。
・市の防災担当者へホット
ライン

・土砂災害の「危険度分
布」の高解像度化

・地域防災計画の見直しを
行い、警戒避難体制の整
備を進める。
・土砂災害警戒情報発表
時における避難勧告の発
令
・要配慮者施設への情報
伝達手段の検討
【引き続き実施】

― ― 引き続き実施 ― 引き続き実施

―

【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改修）】＜県＞
・計画的な河川改修を実施します。

【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（堆積土砂撤去）】
＜県・津市・松阪市＞
・河川の流下能力を回復するため、堆積土砂の撤
去を実施する。撤去箇所については、県と市で優
先度を協議しながら選定します。

3)

15

16

【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改修】＜県＞
・計画的な河川改修を実施します。

【洪水氾濫を未然に防ぐ対策（堆積土砂撤去）】
＜県・松阪市・多気町・明和町＞
・河川の流下能力を回復するため、堆積土砂の撤
去を実施します。撤去箇所については、県と市町で
優先度を協議しながら選定します。

3)

23

24

①優先的に対策が必要な堤防整備や河道掘削な
どの洪水を安全に流すためのハード対策及び天端
舗装などの危機管理型ハード対策の実施
＜国＞

― ―

―

・土砂災害警戒情報を発
表し、確実に市町へ伝達し
ます。
・三重県土砂災害情報提
供システムにより危険度
情報を発信します。

【危機管理型ハード対策】＜県＞
・決壊までの時間を少しでも引きのばすことを目的
に危機管理型ハード対策として、堤防の天端舗装
や堤防裏法保護工を実施します。

3) 14

【危機管理型ハード対策】＜県＞
・決壊までの時間を少しでも引き延ばすことを目的
に堤防の天端舗装や堤防裏法面保護工の整備を
行います。

3) 22

引き続き実施

（危機管理型ハード対策）
・H31年度に県内で危機管
理型ハード対策を3河川実
施する。

― 整備必要箇所の検討

・堤防の天端舗装や堤防
裏法面保護工の整備。
（未定）
・対象河川以外の実施候
補箇所の抽出。（未定）

―

―

・土砂災害警戒情報を発
表する。
・土砂災害危険度情報を
適時周知する。
土砂災害情報提供システ
ム・気象庁HP により、危
険度情報を発信する。
・市の防災担当者へホット
ライン

・地域防災計画の見直しを
行い、警戒避難体制の整
備を進める。
・土砂災害警戒情報発表
時における避難勧告等の
発令
・要配慮者施設への情報
伝達手段の検討

―

土砂災害警戒情報を
FAX・電話により確実に市
へ伝達する。

――

整備必要箇所の検討

堆積土砂の撤去を実施す
る。撤去箇所については、
県と市で優先度を協議し
ながら選定する。

基礎調査を完了し、結果を
公表する。
早期に土砂災害（特別）警
戒区域を指定する。

―

引き続き実施

・市道江戸橋架け替え（志
登茂川）
・市道相川橋上流護岸工
・河床掘削（安濃川、穴倉
川、中ノ川、田中川、長野
川、大村川、榊原川、岩田
川、雲出川、八手俣川、志
登茂川、横川）

―

―

－

・市道江戸橋架け替え（志
登茂川）
・築堤護岸工（岩田川）
・市道相川橋上流護岸工
・河床掘削（安濃川、穴倉
川、田中川、北大谷川、天
神川、長野川、大村川、榊
原川、波瀬川、岩田川、雲
出川、八手俣川）

― ―

― ― ―

４）河川管理者が実施するハード対策

―

6）土砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組

・危機管理型ハード対策を
今後5年間で整備する
雲出川:　防災関係施設の
整備は河川整備計画に基
づき検討する。

―

・基礎調査を完了し、結果
を公表します。
・早期に土砂災害（特別）
警戒区域を指定します。

―

土砂災害（特別）警戒区域
が指定された地域に対し、
速やかに土砂災害のハ
ザードマップを作成し、各
戸へ配布する

―

― ―
堆積土砂の撤去につい
て、関係機関と協議する

―

・土砂法基礎調査、平成
31年度完了を目指して実
施。
・土砂災害（特別）警戒区
域指定、平成33年度完了
を目指し実施。

―
土砂災害警戒区域等を記
載したハザードマップを作
製済み（29年度）

―

― ――

・指定が完了した地区から
順次、土砂災害ハザード
マップを作成、住民向けの
説明会及び配布している。

7／7


